














































 1 　芦部信喜著（高橋和之補訂）『憲法（第 7 版）』（岩波書店、2019年）277頁。




































































 6 　脚注 3 参照。





































































































































































（ 3 ）堀木訴訟（最大判昭和57・ 7 ・ 7 民集36巻 7 号1235頁）
　本件では、憲法第25条を具体化する立法の合憲性が争われた。問われた
のは、障害福祉年金と児童扶養手当の併給を禁止する規定（改正前の児童
扶養手当法第 4 条第 1 項第 1 号）の違憲性である。






















































































































































































22　この点、本件控訴審東京高裁判決（東京高判平成22・ 5 ・27民判時2085号43 
頁）も、生活保護法第56条の趣旨について最高裁と同様に解し、厚生労働大臣
の保護基準設定は生活保護法第 3 条、第 8 条第 2 項を基準とするものであって、
その改定について法56条の適用はないとしていた。しかし、同判決は、「厚生
労働大臣の裁量権の行使は、合目的的なものであることを要するから、厚生労
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る場合」には、「生活保護法 3 条及び 8 条 2 項に違反し、違法となる」と
して、判断過程統制審査を採用した。他方、制度後退禁止原則について










保護法 8 条 2 項所定の事項を考慮することが義務付けられるということは










































































































































































年に入って以降さらに伸びは加速しているという（2021年 6 月 3 日付朝日新聞
朝刊）。
